
ファイナンス PPP/PFI/コンセッション  プロジェクト・ファイナンス  バンキング
ストラクチャード・ファイナンス

コーポレート 企業法務⼀般  コーポレート・ガバナンス  スタートアップ・ベンチャー企業⽀援
M&A等 M&A/企業再編  業務提携/アライアンス
経済安全保障および通商
資源・エネルギー
不動産 不動産取引  不動産ファイナンス

トピックストピックス

ニュースレター
2024年3⽉

【地⽅創⽣】港湾と地⽅創⽣② ―港湾が直⾯する現代的課題（港湾法改正や安全保障関連の動向を中⼼に）―

ニュースレター
2024年2⽉

【地⽅創⽣】港湾と地⽅創⽣➀ ―港湾に関する法制度の概要―

論⽂
2024年2⽉

The International Comparative Legal Guide to: Public Procurement 2024 (Japan Chapter)

寺﨑  ⽞  M A K O T O  T E R A Z A K I

パートナー

東京オフィス

TEL: 03-6775-1170

FAX: 03-6775-2170

企業法務に関して、分野を限らず全般にアドバイスを⾏っています。特に国内外のインフ
ラ整備・運営（コンセッション）案件をはじめとするPFI/PPP案件における国、公共団体の
アドバイザーを務める他、⾦融機関、スポンサーのアドバイザーとしても多数の案件に関
与しています。プロジェクトファイナンスを中⼼とする⾦融業務の他、国⼟交通省への出
向経験を活かし、空港・航空関係をはじめとする運輸関係、建築・⽔道関係を含む建設関
係についても幅広い経験があります。さらに、国内外のM&A、⼀般企業法務等のコーポ
レート案件にもアドバイスしています。近時においては、投資規制・公共調達関係を含む
経済安全保障・通商案件も広く取り扱うほか、国、公共団体の代理⼈及び交渉経験を活か
し、地⽅創⽣関連案件も担当しています。
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